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Abstract:

The database “Nikkei supermarket POS data” contains the daily sales data which are collected

from about 300 supermarkets in Japan. Using this database, we find a power-law correlation

between the number of products and sales of supermarkets. This means that sales of supermarkets

become larger not linearly but in power law as the number of products increase. Furthermore,

we observe that the power-law exponent does not change largely over the last 10 years. This

correlation is, therefore, thought to be an universal law.

1 はじめに

近年、物理学の手法を経済データに適用して、従来

の経済学とは違った角度から経済を分析・理解しよう

とする『経済物理学』なる分野が盛んに研究されてい

る [1, 2, 3]。その特徴は、企業の財務データなど大量

のデータを統計的に分析することであり、普遍的に観

測される法則が幾つも発見されてきている。そのよう

な法則を体系的に結び付けることにより、経済を理解

するのが経済物理学の大きな目的である。

多くの場合、これまでの経済物理学の分析対象とな

る基本単位は企業であり、企業の売上・従業員数・資産

あるいは利益などの分布や、それらの成長率分布などが

研究されてきた。例えば、これらの量は高額域（大規模

域）ではPareto則と呼ばれるベキ分布に従い [4, 5, 6]、

中額域（中規模域）では対数正規分布に従うことが知ら

れている。大規模域のベキ分布は、系が平衡状態にある
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ことを示す反転対称性のもとで、条件付き成長率分布

が初期値に依らないことを示すGibrat則 [7, 8]から導

かれる [9, 10]。一方、中規模域の対数正規分布は、反転

対称性のもとで、条件付き成長率分布の初期値依存性

を記述する非 Gibrat則から導かれる [11, 12, 13, 14]。

ここで、反転対称性は大規模および中規模域で観測さ

れ、Gibrat則は大規模域で、非 Gibrat則は中規模域

でそれぞれ観測される。

上記以外にも、企業を基本単位とした経済量（企業

規模量）に関する法則およびそれらの関係については、

多くの研究が存在する。しかし一方で、企業が生み出

している製品を基本単位とする研究はあまり多くない。

このような状況下で、Stanleyのグループは企業の生産

する商品の種類数と売上との相関を記述するモデルや

[15]、商品の種類数の成長から企業規模量の成長率を導

出するモデルを提案し [16, 17, 18, 19]、モデルから導

かれる結果を実データにより確認した。

しかし、彼らが検証に用いたデータベースはヨーロッ

パと北アメリカの製薬会社の製品（医薬品）に関する



ものであり、薬の販売や価格付けには様々な規制や制

約があることより、典型的な企業の製品による検証と

は言い難い。

これに対して坂井・渡辺らは、日本のスーパーマー

ケット数百社の POSデータベース『日経スーパーマー

ケット POSデータ』を用いて、彼らのモデルの検証を

行った。スーパーマーケットが扱う商品は、医薬品に

比べて標準的な企業の製品であり、販売や価格付けに

関する規制や制約が比較的少ないと考えられるからで

ある。その結果、Stanleyらが観測した企業規模量の成

長率は確認できるものの、“企業の各製品が他の製品と

独立に成長する”という彼らのモデルの前提は実データ

では成立していないことを示した [20]。

本研究報告では、坂井・渡辺らが用いたのと同じデー

タベースにより、標準的な企業の製品でも Stanleyの

グループが報告した各企業の生産する商品の種類数と

売上の相関 [15]が観測されるのかを確認する。また、

それら商品を販売する各スーパーマーケットが扱う商

品の種類数と売上にも、何らかの相関があるのかを調

べる。そして、それらの相関が普遍的なものであるか

を確認するため、相関関係の時間変化を観測する。

2 分析データ

我々が分析に用いる『日経スーパーマーケット POS

データ』には、現在約 20,000店舗の日本のスーパーマー

ケットからランダムサンプリングに近い形で抜き出し

た約 300店舗で、“どの商品”が “いくつ”、“いくら”で

売れたかの “毎日”の情報が、1996年 1月 1日から現在

まで記録されている。ただし、初期の店舗数は 125で

ある。商品は主に、食品、飲料やその他の国産消費財で

ある。それらの販売記録が POS (Point Of Sale)シス

テムにより記録され、各商品は JAN (Japanese Article

Number)コードで識別される。JANコードには企業に

割り振られている GS1コード（JAN企業コード）が

含まれており、商品を製造した企業が特定できる。

我々は、その日データを月ごとに企業別あるいは販

売店舗別にまとめ、2004年 1月から 2014年 12月まで

の 132ヶ月間の分析を行った。

3 分析結果

3.1 企業別分析

まず、Stanleyのグループが製薬会社のデータにより

観測した、企業の製品の種類数と売上の相関が、我々

の標準的なデータでも確認できるかを調べる。製品の

種類数を N、売上を S と表すと、図 1のように N と

S には強い相関が観られる。図 1は、2014年 12月の

データで企業数は 7, 541である。図 1の散布図に最適

直線を引くと次式のようになる：

S ∝ Nα , (1)

ただし α = 1.49± 0.01。この性質は興味深いものであ

り、企業の売上は製品の種類数に単純に比例するので

はなく、製品の種類が多くなるとベキ的に売上が大き

くなることを示している。

図 1: 2014年12月の企業別の商品の種類 (N)と売上 (S)

の散布図。破線は最適直線：S ∝ Nα (α = 1.49±0.01)
を示す。

Stanleyらは、Sを対数的に等間隔のビンに入れ、各

ビンで N の対数平均を計算すると、N ∝ Sγ と表さ

れ γ = 0.42± 0.01となると報告している [15]。図 1の

縦軸と横軸を入れ替えて最適直線を計算すると、γ =

0.432 ± 0.004が観測され、Stanleyらの観測と非常に

近い結果が得られる。最適直線は縦軸と横軸の入れ替

えで大きく変化し、必ずしも α = 1/γ とはならないこ

とに注意が必要である。

商品の性質が異なる二つのデータベースで共通にベ

キ的相関関係 (1)が確認され、そのベキ指数も近い値

であることより、この性質は普遍的なものであると考

えられる。それを確認するため、図 1と同様の測定を

2004年 1月より毎月行った結果が図 2である。図 2は、

収集する POSデータ数の増加により、企業数が増加す

るにも関わらず、ベキ的相関係数 αはほとんど変化せ

ず、約 1.5の値であることを示している。この測定よ

り、ベキ的相関関係 (1)は普遍的な性質である可能性

が高いと考えられる。

3.2 店舗別分析

次に、各スーパーマーケットで扱う商品の種類数と

売上の相関について調べる。企業別分析と同様に、そ

れらをN , Sと表すと、やはり図 3のようにN と Sに



図 2: 2004 年 1 月から 2014 年 12 月まで 132 カ月の

α(◦)と企業数 (破線)の推移。

は強い相関が観られる。図 3は 2014年 12月のデータ

で、スーパーマーケットの店舗数は 328である。図 3

の散布図に最適直線を引くと次式のようになる：

S ∝ Nβ , (2)

ただし β = 2.24± 0.08。企業別分析と同様この性質は

興味深いものであり、スーパーマーケットの売上は扱

う商品の種類数に単純に比例するのではなく、商品の

種類が多くなるとベキ的に売上が大きくなることを示

している。そして、その増え方は、企業内の製品数の

場合よりも大きいことを表している：

β > α 。 (3)

図 3: 2014年 12月のスーパーマーケット店舗別の商

品の種類 (N)と販売金額 (S)の散布図。破線は最適直

線：S ∝ Nβ (β = 2.24± 0.08)を示す。

図 3と同様の測定を 2004年 1月より毎月行った結

果が図 4である。図 4は、POSデータを収集するスー

パーマーケット数が変化するにも関わらず、ベキ的相

関係数 β はほとんど変化せず、約 2の値であることを

示している。ただし、店舗数が少ない初期のデータで

は、β の誤差は大きい。この測定より、店舗別分析に

観られるベキ的相関関係 (2)も、企業別分析に観られ

るベキ的相関関係と同様に、普遍的な性質であると考

えられる。

図 4: 2004 年 1 月から 2014 年 12 月まで 132 カ月の

β(◦)と店舗数 (破線)の推移。

4 むすび

本稿では、日本のスーパーマーケット数百社の POS

データベース『日経スーパーマーケット POSデータ』

を用いて、企業が生産する製品の種類と売上、それら

商品を販売するスーパーマーケットが扱う商品の種類

と店舗売上に、それぞれベキ的な相関関係があること

を報告した。それらのベキ指数は 10年以上の期間で大

きく変化することはなく、従ってこれらの相関関係は

普遍的な法則と考えられる。

製品を製造企業別に集約する場合と、販売店舗別に

集約する場合のいずれにも、製品の種類数と売上にベ

キ的相関関係が普遍的に観測されるいう事は、企業を

単位として経済を分析する経済物理学の研究方法は、

企業の扱う製品を単位として記述するレベルの研究に

も適用することができ、その結果を標準的な製品の実

データで実証的に確認することが可能なことを示して

いる。

今後の課題は、製品の集約法の違いにより、ベキ的相

関の指数に違いが生じる理由、そして 1.5や 2というベ

キ指数が現れる理由を明らかにすることである。この

実証研究が進めば、従来の経営学とは違ったアプロー

チで企業の経営を分析・理解することが可能になると

考えられる。
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